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［ （図如） 委員会設槌会社を除いた機関設計ITJパタ ー ン（会社怯326、327、328)
贋雪ご�!f!il亨喜輝輝軍軍麟瓢麟汽,t'0ftC:..,い戸心墨恥公調羞
会長、 社長、 副社長、 専務、 常務のよう に序列を示す肩書 きのついた取締役 のことを役付
取締役と呼ぶ。龍田[1981,p.86] はこ のような役付取締役 について、多くの会社に見られるに
もかかわ らず条文上に根拠がなく商法上の地位が明確でないと評している。 こ のような役













解任 ・ 辞任についての意見を陳述することができる（会社法345)。 また会計参与は会社ま
たはその子会社の取締役 ・ 執行役· 使用人となることはできない（会社法333③ー）。 会計
参与に期待される会社の業務執行から の独立性を保持するためである（江頭[2014,p.540])。






















計参与設置会社は会社法施行直後で約 300社10、平成 19年時点で約 1,000社11、平成21年
の時点で2,500社12に過ぎず、あまり普及しているとは言い難い。
2.2 会計参与制度に関連する先行研究 ， 
大久保[2010,pp.93・105]は中小企業庁と日本税理士会連合会による会計参与に関するア
ンケート調査の分析を行っている。会計参与の就任先の会社規模は資本金が 1,000万円以











10日本経済新聞 2006/8/24 朝刊 16頁
11日本経済新聞 2007/6/21 夕刊 1頁

























































































































































































に入力せず、その結果、売上計上漏れとし•て 443 万 2,093 円」があったことを認定する。



























































































































































































































一環として原告甲 1 が相続人にあたる甲 2 に対して E 株式会社の株式 8 万 2,200 株を配当
還元方式により評価されることを前提として生前贈与し原告において贈与税の申告をした
ところ、税務当局から右株式の評価を同方式により算定するのは相当ではないことを理由
に、原告が11 億 669 万 4,300 円に及ぶ贈与税の更正処分及び賦課決定処分を受けた。そこ
で甲1の死後、 相続人である原告甲2らが被告乙らに対し、不法行為による損害賠償請求
等を行った事例である39。
38 ①売上規模で 100 億円から 300 億円の企業と②1,000 億円から 3,000 億円の企業を比べる
と、①では日本企業の平均 19.06 百万円に対してアメリカ企業の平均 78.17 百万円となる。②
でも日本企業の平均 36.98 百万円に対してアメリカ企業の平均 136.04 百万円となる。さらに
売上高比率をみても、日本対アメリカで①が 0.11%対 0.44%、②が 0.02%対 0.13%という違
いがある。
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